
生駒市訓令甲第１号 

生駒市事務専決規程の一部を改正する訓令を次のように定める。 

平成２９年３月３１日 

生駒市長 小 紫 雅 史 

 

生駒市事務専決規程の一部を改正する訓令 

 生駒市事務専決規程（平成２４年３月生駒市訓令甲第２号）の一部を次のよう

に改正する。 

第２条中第１０号を削り、第１１号を第１０号とし、第１２号を第１１号と

し、同号の次に次の１号を加える。 

(12) 課内室長 都市計画課学研推進室長及び都市計画課住宅政策室長をい

う。 

 第２条第１３号中「市民活動推進センター所長、清掃リレーセンター所長」を

「消費生活センター所長、市民活動推進センター所長」に、「消費生活センター

所長」を「清掃リレーセンター所長」に改める。 

第４条第５項中「所管主幹及び所管課内室長が、課長、所管主幹及び所管課内

室長」を「所管主幹が、課長及び所管主幹」に改め、「所管課長補佐」の次に「

及び所管課内室長」を加え、同条第６項中「又は所管課内室長」を削り、「所管

課長補佐」の次に「及び所管課内室長」を加え、同条第７項中「課長補佐」の次

に「又は課内室長」を加える。 

第５条第２項の表中「課内室長、課長補佐」を「課長補佐、課内室長」に改め

る。 

第１１条第１項中「課内室長、課長補佐」を「課長補佐、課内室長」に改め

る。 

第３４条に次の２号を加える。 



(12) テレワーク＆インキュベーションセンターの使用許可に関すること。 

(13) テレワーク＆インキュベーションセンターの休館日及び使用時間の変更

に関すること。 

 第４４条の２を削る。 

 第４５条の次に次の１条を加える。 

 （地域包括ケア推進課長の専決事項） 

第４５条の２ 地域包括ケア推進課長の専決できる事項は、次のとおりとする。 

 (1) 包括的支援事業の調査研究に関すること。 

 (2) 軽易な地域包括支援センターとの調整に関すること。 

第５０条（見出しを含む｡)中「病院事業推進課長」を「地域医療課長」に改

め、同条中第１号を第２号とし、同条に第１号として次の１号を加える。 

 (1) 軽易な地域医療連携の調整に関すること。 

第５６条の２の次に次の１条を加える。 

(都市計画課住宅政策室長の専決事項) 

第５６条の３ 都市計画課住宅政策室長が専決できる事項は、次のとおりとす

る。 

(1) 軽易な住宅政策の企画及び調整に関すること。 

(2) 軽易な空き家施策の企画及び調整に関すること。 

第６４条第１項中「課内室長、指導主事及び課長補佐」を「指導主事、課長補

佐及び課内室長」に改める。 

 別表を次のように改める。 

別表（第９条、第１１条関係） 

 １ 人事に関する事項 

 事項  専決区分

副市長  部長 次長 課長 主幹 課長補
佐  

課内室
長  

施設長

(1) ア 宿泊を 部長、 所属職   



出
張
命
令  

伴う出張 消防長  員  
 

イ ア以外
の出張  

 部長、
次長、
次長の
所管に
属さな
い課
長、専
門官  

所管に
属する
課長、
専門官

主幹、
指導主
事  

課長補
佐、課
内室
長、施
設長  

所属職
員  

所属職
員  

所属職
員  

(2) 附属機関の委
員その他構成員
の出張命令  

 ○   

(3) 休暇届及び欠
勤届  

部長、
消防長  

次長、
次長の
所管に
属さな
い課
長、専
門官  

所管に
属する
課長、
専門官

所属職
員  

 所属職
員  

(4) 
時
間
外
勤
務
命
令  

ア その勤
務が午後
10時から
翌日午前 5
時までの
間  

 ○   

イ ア以外
の間  

  所属職
員  

 所属職
員  

(5) 臨時職員の採
用  

 ○   

 ２ 事務の処理に関する事項 

事項  専決区分

副市長  部長 次長 課長 主幹 課長補
佐  

課内室
長  

施設長

(1) 許可、認可及
び命令  

 重要な
もの  

定例又
は軽易
なもの

定例か
つ軽易
なもの

  

(2) 証明  重要又
は異例
なもの  

比較的
重要な
もの  

定例又
は軽易
なもの

  

(3) 申請、副申、
届出、調査、報
告、照会、回答
及び通知  

 重要な
もの  

定例又
は軽易
なもの

 定例か
つ軽易
なもの

(4) 行政文書の開
示等  

 重要な
もの  

定例又
は軽易
なもの

  

(5) 個人情報の開
示等その他個人
情報の保護に係
る事項  

 重要な
もの  

定例又
は軽易
なもの

  

(6) 要綱、事務取
扱要領等の制定
及び改廃  

比較的
重要な
もの  

軽易な
もの  

  

(7) 予算に定めの
ある国庫補助及  

 ○   



び県補助の申請    
(8) 課相互の総合
調整及び運営  

 ○   

(9) 公簿及び図書
の閲覧  

 ○   

(10) 広報活動   重要な
もの  

軽易な
もの  

  

(11) 主管事務に
ついての当事者
の呼出し  

 ○   

(12) 各種台帳の
作成及び整備  

 ○   

(13) 主管事務に
関する統計、資
料等の収集  

 ○   

(14) 主管団体の
指導  

 ○   

(15) 前各号以外
の事務の処理  

重要な
もの  

比較的
重要な
もの  

定例又
は軽易
なもの

 定例か
つ軽易
なもの

３ 財産に関する事項 

事項  専決区分

副市長  部長 次長 課長 主幹 課長補
佐  

課内室
長  

施設長

(1) 財産 (物品を
除く。 )の交換及
び処分  

500万
円未満  

200万
円未満

100万
円未満

50万円
未満  

  

(2) 備品の処分  1,000
万円以
上  

1,000万
円未満

500万
円未満

200万
円未満

  

(3) 備品の管理換
え  

 ○   

 ４ 収入に関する事項 

事項  専決区分

副市長  部長 次長 課長 主幹 課長補
佐  

課内室
長  

施設長

(1) 歳入の調定   1,000万
円以上

1,000万
円未満

500万
円未満

300万
円未満

100万
円未満  

100万
円未満  

100万
円未満

(2) 市税、使用
料、手数料その
他の諸収入の減
免  

当該減
免の額
が 300
万円未
満のも
の  

当該減
免の額
が 100
万円未
満のも
の又は
減免の
基準が
明確な
もの  

当該減
免の額
が 75万
円未満
のもの
で、か
つ、減
免の基
準が明
確なも
の  

当該減
免の額
が 50万
円未満
のもの
で、か
つ、減
免の基
準が明
確なも
の  

  

(3) 滞納処分   ○ 定例又
は軽易
なもの

  

(4) 欠損処分   ○   
(5) 歳入歳出外現
金の受入通知  

 ○   ○



 ５ 支出に関する事項 

事項  専決区分

副市長  部長 次長 課長 主幹 課長補
佐  

課内室
長  

施設長

(1) 工事の施行、
修繕、業務委
託、物品の購入
及び印刷製本等
の起工  

5,000
万円未
満  

2,000万
円未満

1,000万
円未満

500万
円未満

300万
円未満

100万
円未満  

100万
円未満  

100万
円未満

(2) 報酬、給料、
職員手当等、共
済費、災害補償
費、恩給及び退
職年金、賃金、
需用費 (燃料費、
光熱水費及び賄
材料費に限
る。 )、役務費 (
通信運搬費、火
災保険料、自動
車保険料及び保
険料に限る。 )、
負担金補助及び
交付金 (保険給付
費等扶助費的な
ものに限る。 )、
扶助費、補償補
填及び賠償金 (公
債費に限る。 )並
びに償還金、利
子及び割引料 (市
税償還金及び公
債費に限る。 )に
係る支出負担行
為  

  ○ 300万
円未満

100万
円未満  

100万
円未満  

100万
円未満

(3) 競争入札の方
法により締結す
る契約に係る支
出負担行為  

1億円
未満  

5,000万
円未満

2,000万
円未満

1,000万
円未満

300万
円未満

100万
円未満  

100万
円未満  

100万
円未満

(4) 前 2号以外の
支出負担行為  

5,000
万円未
満  

2,000万
円未満

1,000万
円未満

500万
円未満

300万
円未満

100万
円未満  

100万
円未満  

100万
円未満

(5) 支出命令及び
歳入歳出外現金
の払出命令  

  ○ 300万
円未満

100万
円未満  

100万
円未満  

○

備考 

１ 次長の専決に係るもので、次長が置かれていない場合にあっては、部長が専

決するものとする。 

２ 主幹の専決に係るもので、主幹が置かれていない場合にあっては、課長が専

決するものとする。 

３ 課長補佐又は課内室長の専決に係るもので、課長補佐又は課内室長が置かれ

ていない場合にあっては主幹が、課長補佐、課内室長及び主幹ともに置かれて

いない場合にあっては、課長が専決するものとする。 

４ 課長補佐の専決に係るもので、課に複数の課長補佐が置かれているときは、



課長があらかじめ指定する課長補佐が専決するものとする。 

附 則 

 この訓令は、平成２９年４月１日から施行する。 


